
資料２ 

導入可能性調査エリアの選定の考え方 

 

１ 目的 

  宮城県内の沿岸域への大規模風力発電の導入に向けて，その実現可能性を調査するため，

平成２９年６月を目途に県が２箇所の風況観測を開始する予定である。そこで，当該エリア

（導入可能性調査エリア）を選定するための考え方を示すもの。 

 

２ 判断の条件 

（１）法的課題の評価 

  ・ 法令上，導入困難となる程度の課題・条件の有無 

 （自然公園法第２種特別地域，鳥獣保護法鳥獣保護区など） 

（２）地理的課題の評価                     

  ・ 設置が不可能となる地形的・物理的な障害の有無 

（標高，水深，最大傾斜角，年間積雪量など） 

（３）その他の評価 

・ 第２回みやぎ洋上風力発電等導入研究会において区分した県内沿岸域を１１エリアに

対するアンケート調査結果による，地元関係者や発電事業者の意向 

 

３ 選定の方法 

 ○ 以下の手順で選定を行う。  

  ① 各エリアにかかる法的課題や地理的課題を踏まえて各エリア内の対象ゾーン（ゾーニ

ング作業により課題条件の低い地域）を絞り込む。 

⇒「２判断の条件」（１），（２） 資料３参照 

  ② 各エリアについて，「自然環境の保全」「事業性の確保」「地元関係者の意向」「送電系

統インフラ」の４つの観点で評価を行う。 

評価 

区分 
評価の内容 

評価の基準（点数） 

Ａ判定 

（１０点） 

Ｂ判定 

（５点） 

Ｃ判定 

（０点） 

自然環境

の保全 

希少野生鳥類の存在や国立・国定公園

の区域内の有無など，重要な自然環境の

保全の必要性の観点で評価を行う。 

課題がな 

い又は少 

数ある 

課題があ 

る 

課題が多 

数ある 

事業性の

確保 

 風況の良さや，海底地質，拠点港との

位置関係など，事業採算性の観点で評価

を行う。 

事業性確 

保が可能 

良い面・ 

悪い面あ 

り 

事業性確 

保は困難 

地元関係

者の意向 

地元市町や漁業協同組合，その他，関

係機関における意向の観点で評価を行

う。 

理解が得 

られやす 

い 

関係者に 

より様々 

理解が得 

られにく 

い 

送電系統

インフラ 

現時点における送電系統の空き容量

や接続先の系統への距離の観点で評価

を行う。 

系統の空 

き容量が 

多くある 

系統の空 

き容量は 

ある 

系統の空 

き容量が 

ない 

  ③ 評価の結果を点数化し，４つの観点での評価点数を合計した結果により上位のエリア

を選定する。（風況観測の予算措置上，２箇所程度） 
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